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原子力政策大綱「放射性廃棄物の処理・処分」に関する評価の 

進め方について（案） 

 

１．原子力政策大綱に示している評価についての基本的考え方 

原子力委員会は、「原子力政策大綱」に基づき政策評価部会を設置し、関係行政

機関の政策評価の結果とそれに対する国民意見を踏まえつつ、自ら定めた政策の妥

当性を定期的に評価し、その結果を国民に説明していくこととしている。 

 

２．評価の対象 

第２０回政策評価部会からの評価の対象は、原子力政策大綱第２章２－３「放射

性廃棄物の処理・処分」（別紙２）で示された政策分野とする。 

 

３．政策評価部会において政策を評価する観点 

原子力政策大綱に定められた政策の進展状況及び関係行政機関等の取組状況を

把握し、十分に成果を上げているか、あるいは政策の目標を達成し得る見通しがあ

るかを検討し、これらの検討作業に基づき、原子力政策大綱に示された原子力政策

の妥当性を評価する。 

 

４．評価方法 

以下の作業によって評価結果を取りまとめる。 

（１）原子力政策の進展状況及び関係行政機関等の取組状況の把握 

（２）取組状況を踏まえた評価についての議論 

（３）「ご意見を聴く会」の開催による国民への説明及び意見聴取 

（４）政策評価報告書（案）に対する国民からの意見募集 

 

５．評価の取りまとめ 

評価対象の政策分野について、原子力政策大綱における考え方、政策の進展状況

及び関係行政機関等の取組状況、政策の妥当性の評価及び今後の進め方に関する提

言を含む報告書を平成２０年５月を目途に取りまとめる。 

 

 

※参考１「政策評価部会の設置について」（平成１８年４月１１日原子力委員会決定） 

※参考２「原子力の研究、開発及び利用に関する政策評価実施要領」 

（平成１８年４月１１日原子力委員会決定） 

 

以上 
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政策評価部会の検討スケジュール（案） 

 

○第２０回部会（平成２０年１月１８日） 

・放射性廃棄物の処理・処分に関する評価の進め方 

・関係機関等から取組状況のヒアリング① 

（内閣府、経済産業省、文部科学省） 

○第２１回部会（平成２０年２月１２日） 

・関係機関等から取組状況のヒアリング② 

（原子力発電環境整備機構、電気事業連合会、日本原子力研究開発機構） 

○第２２回部会（平成２０月３月上旬） 

・取組状況のヒアリングを踏まえた評価についての議論 

 

○ご意見を聴く会（平成２０年３月中旬～下旬） 

 

○第２３回部会（平成２０年４月上旬～中旬） 

・報告書（案）についての議論 

 

〔報告書（案）に関して、約１ヶ月間の国民からの意見募集〕 

 

○第２４回部会（平成２０年５月下旬） 

・報告書取りまとめ 
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（別紙１） 
 

第２章 ２－３「放射性廃棄物の処理・処分」等に示されている基本的考え方 

 

記号説明 

●：原子力政策大綱 

○：原子力委員会決定「長半減期低発熱放射性廃棄物の地層処分－高レベル放射性廃棄物

との併置処分等の技術的妥当性－について」（平成１８年４月１８日） 

■：原子力委員会見解「高レベル放射性廃棄物等の地層処分に係る取組について」（平成１

９年３月１３日） 

□：原子力委員会見解「高レベル放射性廃棄物の地層処分実施に向けての取組を強化する

ために」（平成１９年６月１２日） 

 

●放射性廃棄物の効果的で効率的な処理・処分を行う技術の研究開発【研究開発

機関】 
●新知見や新技術を取り入れて、今後の社会における廃棄物の処理・処分の範と

なる安全で効率的な処理処分の実施【発生者等関係者】 
●適切な規制・誘導の措置の実施【国】 
●処分のための具体的な対応について検討中の放射性廃棄物の処理・処分は、情

報公開と相互理解活動による国民及び地域の理解の下で、具体的な実施計画を

速やかに立案、推進【発生者】 
 

２－３－１「地層処分を行う放射性廃棄物」 
（１）高レベル放射性廃棄物 
●適切な役割分担と相互連携の下、全国の地域社会の様々なセクター及び地域住

民はもとより、電力消費者の理解と協力が得られるように、現在の取組を強化

【ＮＵＭＯ、国、事業者】 
●上記の活動の評価を踏まえて新たな取組を検討するなど、それぞれ責務を果た

していくこと【ＮＵＭＯ、国、事業者】 
 ■処分の安全性や処分施設の立地が国民全体にもたらす利益にかんがみ衡平を

確保する措置に関する考え方及び建設地選定過程とそれに参加する地域の一

層の発展のための支援の在り方について説明努力を工夫し、強化【関係者】 
 ■基礎自治体や当該基礎自治体の位置する県等の広域自治体との間で処分施設

建設地選定過程についての相互理解を深め、関心を持つ人々が処分の安全性、

公益性及び処分施設の立地が地域にもたらす影響等の利害得失に関して学習

できる環境の整備に協力【国、ＮＵＭＯ、電気事業者等】 
 ■施設を受け入れる自治体の発展のための原資を負担【国、事業者】 
 □地層処分方式の安全性に関して国民が学習できる機会を充実【国、ＮＵＭＯ

及びＪＡＥＡ】 
 □基礎自治体の生活や産業を支える住民等の積極的な参画による勉強会活動が
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自治体境界を越えて面的に展開されるための環境を整備【国、自治体】 
 □信頼される情報提供を幅広く行うなど、住民組織との連携により相互理解活

動を効果的に推進【ＮＵＭＯ、電気事業者】 
 □処分施設を立地した地域の発展に国民が関心を有しており、関係者がその取

組にパートナーとして参加していく意図を有していることを明らかにしてい

くことを検討【経済産業省、ＮＵＭＯ、電気事業者】 
 □ＮＵＭＯに対して適切な指導・監督【国】 
●高レベル放射性廃棄物の最終処分事業の安全な実施、経済性及び効率性の向上

等を目的とする技術開発の計画的な実施【ＮＵＭＯ】 
●深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度化等に

向けた基盤的な研究開発、安全規制のための研究開発【研究開発機関】 
 ■発生電力量当たりの所要処分規模を小さくできる方法の研究開発等を、国際

共同研究の可能性も追求しつつ着実に実施【研究開発機関】 
●全体を俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に研究開発を進めるよう連携・協力

【国、研究開発機関】 
●国及びＮＵＭＯが行う住民の理解と認識を得るための活動に協力【研究開発機

関】 
●研究開発の進捗を踏まえて、安全規制に係る制度等を整備【国】 
 

（２）長半減期低発熱放射性廃棄物注２）のうち地層処分を行う放射性廃棄物 
●長半減期低発熱放射性廃棄物注２）と高レベル放射性廃棄物を併置処分の実施主

体のあり方や国の関与のあり方等を含めてその実施に必要な措置【国】 
●仏国提案の新固化方式による廃棄体の処理処分に関する技術的妥当性や英国提

案の廃棄体を交換する指標の妥当性等を評価及びこれらの提案が受け入れられ

る場合の制度面の検討の速やかな実施【国】 
○処分事業の実施主体のあり方及びそれに対する国の関与のあり方等の検討が

進められるべき【所管行政庁】 
○地層処分等に関する安全規制基準の策定【原子力委員会、原子力安全・保安

院】 
○具体的な技術基盤整備に向けた技術開発及び技術的知見の蓄積を継続【国、

事業者】 
○処分場の立地に向けて相互理解活動を継続的に実施【国、事業者】 

 
２－３－２「管理処分を行う放射性廃棄物」 
●余裕深度処分に対する調査・試験結果を踏まえて、事業の実施に向けて速やか

に安全規制を含めた制度の整備を検討【国】 
●研究所等廃棄物、長半減期低発熱放射性廃棄物注２）及びウラン廃棄物の安全規

制制度の準備状況を踏まえた、処分の実施に向けた取組【関係者】 
●発生者や発生源によらず放射性廃棄物の性状に応じて一元的に処理・処分する

ことが可能となるように諸制度を運用【国】 
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２－３－３「原子力施設の廃止措置等」 
●国の安全規制の下での地域社会の理解と協力【事業者】 
●放射能濃度がクリアランスレベル以下のもの（放射性物質として扱う必要がな

いもの）の処理・処分又は再利用に当たって各々が適切に対応【国、事業者】 
●試験研究炉の使用済燃料の取扱いを、合理性を考慮しつつ検討【国】 

 

 

 

注２）原子力政策大綱では、「超ウラン核種を含む放射性廃棄物（ＴＲＵ廃棄物）」と記載しているが、

原子力委員会では平成１８年４月１８日以降、当該廃棄物を「長半減期低発熱放射性廃棄物」とい

うことにした。 
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（別紙２） 

原子力政策大綱（放射性廃棄物の処理・処分関係部分抜粋） 
 
第１章 原子力の研究、開発及び利用に関する取組における共通理念 

 
１－２．現状認識 
１－２－３.放射性廃棄物の処理･処分 

原子力発電所、核燃料サイクル施設、試験研究炉、加速器並びに放射性同位元素（Ｒ

Ｉ）及び核燃料物質を使用する大学、研究所、医療施設等における原子力の研究、開

発及び利用には放射性廃棄物の発生が伴う。この放射性廃棄物を人間の生活環境への

影響が有意なものとならないように処理・処分することは、原子力の研究、開発及び

利用に関する活動の一部であり、必須のものである。 

我が国においては、一部の低レベル放射性廃棄物を除いて、原子力発電所から発生

する多くの低レベル放射性廃棄物の埋設処分事業が実施されている。しかし、残りの

ものについては、その処分方法の検討が関係者の間で進められている状況にあるので、

国と事業者は、国民の原子力に対する理解を遅らせひいては原子力の研究、開発及び

利用に支障を及ぼすことにならないためにも、これらの処分方法を早急に明確にして、

その実現に向けて計画的に取り組むことが重要である。 

使用済燃料の再処理の過程で発生する高レベル放射性廃棄物については、ガラス固

化して地層処分するとの方針が立てられ、当時の動力炉・核燃料開発事業団（１９９

８年１０月、核燃料サイクル開発機構に改組）を中核として研究開発が進められてき

た。原子力委員会は、その成果を踏まえて、１９９８年５月に「高レベル放射性廃棄

物の処分に向けての基本的考え方」を取りまとめ、核燃料サイクル開発機構は、１９

９９年１１月にこれまでの研究成果を基に「地層処分研究開発第２次取りまとめ」を

行った。国は、これに基づく処分制度の整備に取り組み、２０００年６月に「特定放

射性廃棄物の最終処分に関する法律」が制定された。同年１０月に同法に基づいて処

分実施主体である原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）が設立され、２００２年１２

月にはＮＵＭＯが全国市町村を対象に「高レベル放射性廃棄物の最終処分施設の設置

可能性を調査する区域」の公募を開始している。また、電気事業者等により、高レベ

ル放射性廃棄物の処分費用の積立ても行われている。 

 

１－２－８．電力自由化等の影響 

電気事業者が発電所の建設を決定するに当たっては、経済性、投資リスク、環境適

合性、電源構成のバランス、地元理解や信頼関係、国のエネルギー政策との整合性等

を総合的に勘案している。近年、電力自由化に伴い、法的供給独占による需要確保や

総括原価主義によるコスト回収の保証がなくなり、原子力発電所のような回収に長期

を要する大型の投資の判断において、経済性、投資リスクの比重が以前に比して相対

的に上昇している。このため、電気事業者には、原子力発電所の建設に対して、この

ような観点からより慎重な姿勢を示す面があることも見受けられる。そこで、今後と

も原子力発電が競争力を維持していくためには、引き続き、原子力発電所の建設に係
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る資本費の低減や建設期間の短縮、技術の信頼性の向上を図っていくことが重要な課

題である。 

他方、核燃料サイクルを構成する使用済燃料の再処理、放射性廃棄物の処理・処分

事業等のうち、高レベル放射性廃棄物の処分事業については、事業の長期性に鑑み、

処分を計画的かつ確実に実施させるため「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法

律」に基づき処分実施主体が設立され、事業に必要な費用についても安全に積み立て

る制度が整備されている。その他の事業についても、関連施設の廃止措置やその結果

発生する廃棄物の処分が完了するまでの期間が長期間にわたることから、そのための

費用が事業者において安全に確保されていることが必要であり、再処理等については

経済的措置の制度整備が行われている。 

 
第２章 原子力の研究、開発及び利用に関する基盤的活動の強化 

 

２－３．放射性廃棄物の処理・処分 

原子力の便益を享受した現世代は、これに伴い発生した放射性廃棄物の安全な処

理・処分への取組に全力を尽くす責務を、未来世代に対して有している。放射性廃棄

物は、「発生者責任の原則」、「放射性廃棄物最小化の原則」、「合理的な処理・処分の

原則」及び「国民との相互理解に基づく実施の原則」のもとで、その影響が有意では

ない水準にまで減少するには超長期を要するものも含まれるという特徴を踏まえて

適切に区分を行い、それぞれの区分毎に安全に処理・処分することが重要である。 

廃棄物の効果的で効率的な処理・処分を行う技術は循環型社会の実現を目指す我が

国社会にとって必須の技術である。このことを踏まえて、研究開発機関等は、放射性

廃棄物の効果的で効率的な処理・処分を行う技術の研究開発を先進的に進めるべきで

あり、発生者等の関係者にはこうして生まれた新知見や新技術を取り入れて、今後の

社会における廃棄物の処理・処分の範となる安全で効率的な処理・処分を行っていく

ことを期待する。国は、このことを促進することも含めて、上記原則等に基づき、引

き続き適切な規制・誘導の措置を講じていくべきである。 

なお、発生者等の関係者が処分のための具体的な対応について検討中の放射性廃棄

物の処理・処分については、情報公開と相互理解活動による国民及び地域の理解の下、

具体的な実施計画を速やかに立案、推進していくことが重要である。 

 

２－３－１．地層処分を行う放射性廃棄物 

（１）高レベル放射性廃棄物 

高レベル放射性廃棄物の地層処分については、「特定放射性廃棄物の最終処分に関

する法律」に基づき、２０３０年代頃の処分場操業開始を目標として、概要調査地区

の選定、精密調査地区の選定及び最終処分施設建設地の選定という３段階の選定過程

を経て最終処分施設が建設される計画である。地方公共団体がＮＵＭＯによる「高レ

ベル放射性廃棄物の最終処分施設の設置可能性を調査する区域」の公募に応募する際

には、当該地域において処分場の設置が地域社会にもたらす利害得失や最終処分事業

の重要性についての住民の十分な理解と認識を得ることが重要である。このためには、
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実施主体であるＮＵＭＯだけではなく、国及び電気事業者等も、適切な役割分担と相

互連携の下、地方公共団体をはじめとする全国の地域社会の様々なセクター及び地域

住民はもとより、原子力発電の便益を受ける電力消費者の理解と協力が得られるよう

に、創意工夫を行いながら、現在の取組を強化すべきであり、さらに、それら活動の

評価を踏まえて新たな取組を検討するなど、それぞれの責務を十分に果たしていくこ

とが重要である。 

また、国、研究開発機関及びＮＵＭＯは、それぞれの役割分担を踏まえつつ、密接

な連携の下で、高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研究開発を着実に進めていく

ことを期待する。ＮＵＭＯには、高レベル放射性廃棄物の最終処分事業の安全な実施、

経済性及び効率性の向上等を目的とする技術開発を計画的に実施していくことを期

待する。また、日本原子力研究開発機構を中心とした研究開発機関は、深地層の研究

施設等を活用して、深地層の科学的研究、地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法

の高度化等に向けた基盤的な研究開発、安全規制のための研究開発を引き続き着実に

進めるべきである。 

これらの研究開発成果については、海外の知見も取り入れつつ、地層処分に係る最

新の知識基盤として整備・維持され、ＮＵＭＯの最終処分事業や国の安全規制におい

て有効に活用されることが重要である。このため、国及び研究開発機関等は、全体を

俯瞰して総合的、計画的かつ効率的に進められるよう連携・協力するべきである。ま

た、研究開発機関等は、国及びＮＵＭＯが行う住民の理解と認識を得るための活動に

も協力していくことが重要である。さらに、国は、こうした研究開発の進捗を踏まえ

て、安全規制に係る制度等を整備する必要がある。 

 

（２） 超ウラン核種を含む放射性廃棄物のうち地層処分を行う放射性廃棄物 

低レベル放射性廃棄物のうち超ウラン核種を含む放射性廃棄物（以下「ＴＲＵ廃棄

物」という。）の中には地層処分が想定されるものがある。地層処分が想定されるＴ

ＲＵ廃棄物を高レベル放射性廃棄物と併置処分することが可能であれば、処分場数を

減じることができ、ひいては経済性が向上することが見込まれる。このため、国は、

事業者による地層処分が想定されるＴＲＵ廃棄物と高レベル放射性廃棄物を併置処

分する場合の相互影響等の評価結果を踏まえ、その妥当性を検討し、その判断を踏ま

えて、実施主体のあり方や国の関与のあり方等も含めてその実施に必要な措置につい

て検討を行うべきである。 

また、海外再処理に伴う低レベル放射性廃棄物は、今後、仏国及び英国の事業者か

ら順次返還されることになっている。このうち、仏国の事業者からは、地層処分が想

定される低レベル放射性廃棄物のうち、低レベル廃液の固化方法をアスファルト固化

からガラス固化へ変えることが提案されている。英国の事業者からは、低レベル放射

性廃棄物のうち、地層処分が想定されるセメント固化体と管理処分が適当とされる雑

固体廃棄物とをそれらと放射線影響が等価な高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）

に交換して返還することが提案されている。これらの提案には、国内に返還される廃

棄物量が低減し、それに伴い輸送回数が低減すること及び海外から返還される低レベ

ル放射性廃棄物の最終処分までの我が国における貯蔵管理施設の規模が縮小できる

注１） 
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等の効果が見込まれる。このため、国は、事業者の検討結果を受け、仏国提案の新固

化方式による廃棄体の処理処分に関する技術的妥当性や、英国提案の廃棄体を交換す

る指標の妥当性等を評価し、これらの提案が受け入れられる場合には、そのための制

度面の検討等を速やかに行うべきである。 

 

２－３－２．管理処分を行う放射性廃棄物 

管理処分の方式には、浅地中トレンチ処分、浅地中ピット処分、余裕深度処分があ

る。原子炉施設から発生する低レベル放射性廃棄物について、浅地中ピット処分の対

象となるものについては既に処分が実施されている。浅地中トレンチ処分の対象とな

るものについては一部の処分が実施されており、残りについても安全規制の制度整備

が行われつつある。余裕深度処分方式については事業者が調査・試験を実施している

ので、その結果を踏まえて、事業の実施に向けて速やかに安全規制を含めた制度の整

備を検討するべきである。ＲＩを含む放射性廃棄物については、改正された「放射性

同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」に基づいて、具体的な制度の施行

準備が行われている。また、研究所等廃棄物、ＴＲＵ廃棄物及びウラン廃棄物につい

ては、順次、安全規制の考え方等の検討が行われているので、関係者は安全規制制度

の準備状況を踏まえつつ、処分の実施に向けて取り組むべきである。 

なお、放射性廃棄物の処理・処分は、発生者や発生源によらず放射性廃棄物の性状

に応じて一元的になされることが効率的かつ効果的である場合が少なくないことか

ら、国はこれが可能となるように諸制度を運用すべきであり、必要に応じて、このた

めの更なる対応策を検討すべきである。 

 

２－３－３．原子力施設の廃止措置等 

商業用発電炉、試験研究炉、核燃料サイクル施設等の原子力施設の廃止措置は、安

全確保を大前提に、その設置者の責任において、改正された原子炉等規制法等に基づ

いて、国の安全規制の下で、地域社会の理解と協力を得つつ進めることが重要である。 

原子力施設の廃止措置から生じる放射性物質として扱う必要のない資材を再利用

することは、資源を有効活用する循環型社会の考え方にも整合するので、合理的であ

る。国、事業者等は、放射能濃度がクリアランスレベル以下のもの（放射性物質とし

て扱う必要のないもの）の処理・処分又は再利用に当たっては、改正された原子炉等

規制法に基づいて、各々が適切に対応することが重要である。 

なお、試験研究炉の使用済燃料の取扱いについては、個別の状況を踏まえつつ、そ

の取扱いを、合理性を考慮しつつ検討すべきである。 

 
 

注１）原子力委員会長半減期低発熱放射性廃棄物処分技術検討会において検討し、平成１８年４

月１８日に報告書をとりまとめた。 

 

 

注１） 
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（別紙３） 
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（別紙４） 
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（別紙５） 
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政策評価部会の設置について 
 

平成１８年４月１１日 
平成１８年９月５日改正 
原 子 力 委 員 会 決 定 

 
１．趣旨 
原子力政策大綱において、「原子力の研究、開発及び利用の基本的目標を達成する

ために国が行う施策は、公共の福祉の増進の観点から最も効果的で効率的でなければ

ならない。」としており、国及び独立行政法人に対して、その活動について多面的か

つ定量的な評価を継続的に実施し、改善に努め、国民に説明していくことを求めてい

る。また、原子力委員会も「関係行政機関の原子力に関する施策の実施状況を適時適

切に把握し、関係行政機関の政策評価の結果とそれに対する国民意見を踏まえつつ、

自ら定めた今後１０年程度の期間をひとつの目安とする原子力の研究、開発及び利用

に関する政策の妥当性を定期的に評価し、その結果を国民に説明していくこととす

る。」と示している。そこで、原子力政策大綱において示している基本的考え方に基

づき、原子力委員会において、政策評価部会を設置し、原子力の研究、開発及び利用

に関する政策の妥当性の評価等を行う。 
 
２．構成 
原子力委員会委員長及び委員並びに原子力委員会の指名する参与又は専門委員をも

って構成する。 
なお、評価は、原子力政策を適切な政策分野に区分し、その政策分野ごとに順次行

う（「原子力の研究、開発及び利用に関する政策評価実施要領」（平成１８年４月１

１日原子力委員会決定））こととしていることから、専門委員の指名においては、「原

子力政策大綱」の政策分野ごとに担当を決めることとする。 
 
３．検討内容 
① 原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性を評価する。 
② その他、原子力委員会が指示する事項について調査審議を行う。 

 
４．スケジュール 
４月１８日（火）に第１回会合を開催し、その後、順次会合を開催する。 

 
５．その他 
（１）政策評価部会の運営については、「専門委員」を「専門委員（評価する政策分

野を担当する専門委員に限る。）」と読み替えて、原子力委員会専門部会等運営

規程を準用する。ただし、同運営規程第２条の規定にかかわらず、部会長は原子

力委員会委員長が務めるものとする。 
（２）評価の実施に当たっては、「原子力の研究、開発及び利用に関する政策評価実

施要領」を適用する。 
以上 

 

参考１
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原子力の研究、開発及び利用に関する政策評価実施要領 

 

平成１８年４月１１日 

原子力委員会決定 

 

１．要領の目的 

 原子力政策大綱において、「原子力の研究、開発及び利用の基本的目標を達成するために

国が行う施策は、公共の福祉の増進の観点から最も効果的で効率的でなければならない。」

としており、国及び独立行政法人に対して、その活動について多面的かつ定量的な評価を

継続的に実施し、改善に努め、国民に説明していくことを求めている。また、原子力委員

会も「関係行政機関の原子力に関する施策の実施状況を適時適切に把握し、関係行政機関

の政策評価の結果とそれに対する国民意見を踏まえつつ、自ら定めた今後１０年程度の期

間をひとつの目安とする原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性を定期的に評

価し、その結果を国民に説明していくこととする。」としている。これに基づき、原子力委

員会の行う評価の実施に係る細目を定める。 

 

２．評価方法 

原子力政策を適切な政策分野に区分し、その政策分野毎に順次評価を行う。評価結果の

とりまとめにあたっては、関係者（市民／ＮＧＯを含む）からの意見聴取、国民への説明

会及び意見聴取、国民からの意見募集を行うこととする。 

 

３．評価の観点 

 原子力政策大綱に定められた政策の進展状況及び関係行政機関の取組状況を把握し、十

分に成果を上げているか、あるいは政策の目標を達成しうる見通しがあるかを検討し、こ

れの検討作業に基づき、原子力政策の妥当性を評価する。 

 

４．評価結果のとりまとめ 

 評価結果のとりまとめには、当該分野について、原子力政策大綱における考え方、政

策の進展状況及び関係行政機関の取組み状況、政策の妥当性の評価及び今後の進め方に

関する提言を含むものとする。 

 

参考２


